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1．はじめに
　財市場における慢性的供給過剰がマーケティングに消費者志向をもたらしたように，労働市場にお
ける需要超過が従業員志向を基本理念とするインターナル・マーケティングを生み出しつつある（高
橋　1994）。特に，サービス企業においては，サービス提供者である従業員が遂行する職務をサービ
ス・ビジネスの主要な製品とみなし，そして従業員を最も重要な顧客とみなすことが成功の鍵である
といわれている（Sasser　and　Arbeit　1976）。また，産業財マーケティングにおける顧客関係は，継続
的な顧客との関係を重視するという点で，サービス・マーケティングに類似しており，従業員志向と
いう基本理念が必要であると指摘されている（G6nroos　and　Gummesson　1986）。
　このインターナル・マーケティングの目標としての従業員の満足に，本稿は焦点を当てることにす
る。周知のように，組織論では，組織成員の満足を対象とした研究は多く，Herzberg，Mauser　and
Snyderman（1959）の2要因理論が有名である。しかし，これまでの実証研究の結果から，満足，
不満足は同一次元の対極であること，満足の決定因と満足の関係自体が種々のコンティンジェンシー
変数（モデレータ変数）に条件づけられることが明らかにされてきており，このモデレータ変数とし
ては，文化，ジョブ・オリエンテーション，学歴水準，年齢，組織階層のレベルなどがあげられてい
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一21一
　　　　　　　　　　　　　　　　明治大学社会科学研究所紀要
る（野中ほか　1988）。
　本稿では，従業員の職務満足を生活満足との関係から捉えていくことにしたい。っまり，近年注目
を浴びている職務満足と非仕事生活の満足の関係およびそれら2つの概念の上位概念としての全体的
生活満足とそれらの関係を明らかにすることを目的とする。
　そこでまず，仕事生活と非仕事（nonwork）の生活との関係における3つのタイプのモデルを示
す。つぎに，いずれのモデルが支持されるかをデータを用いて検証する。最後に，調査結果について
若干の考察を加えたい。
II．3つのモデル
　1．主要な先行研究
　職務満足と生活満足については，以下のような研究が報告されている。
　仕事と非仕事の関係についての実証的な研究は，Dubin（1956）に始まるといわれている。　Dubin
（1956）は，まず，仕事とレジャーの関係に関する理論を構成する5つの原理を提示し，それらをっ
ぎのように説明している。
①社会的経験は，不可避的に分離させられるという原理
②個人はそのひとの社会的経験のセクターに社会的に参加せざるをえないが，それはそのひとにと
って重要ではないかもしれないという仮定
③これらから導き出される，適切な社会的行動は社会的経験のセクター内で発生するであろうが，
それはその個人の社会的参加を強要するがそのひとにとって重要ではないという論理的な結論
④不可避だが重要でない社会的参加という状況において，最も直接的で明白な状況の特徴はその状
況にその個人をつなぎとめる根拠となるという第2の結論
⑤主要な社会的関係はその個人がその社会的経験に価値をあたえるような状況においてのみ発生す
るという第3の結論（Dubin　1956　p．132），である。
　彼は，これらの原理に立脚して，生活の中心的関心（Central　Life　Interest）（1）が仕事にあるのかそ
れとも非仕事にあるのかを明らかにしようとした。具体的には，4つの領域，すなわち①組織におけ
る所属と行動の公式的側面②環境の技術的側面③非公式集団の生活経験④一般的な日常の経験，につ
いて調査が行われた。その調査では，1952年から1953年に，米国中西部の3つの工場で約1200人を対
象とし，120名に面接調査を実施し，491名から質問票による回答が得られた。その結果は「491名の
回答者の中で24％のみが，生活の関心において仕事志向であると呼べるにすぎない。したがって，産
業労働者の4分の3は自らの仕事あるいは仕事場を生活の中心的な関心とみなしてはいない（p．
135）」というものであった。
　Wilensky（1960）が最初に仕事とレジャーの関係に2つの仮説を構築したといわれている。1つ
は補償（compensation）レジャー仮説（2）であり，それは仕事において剥奪されたものを埋め合わせ
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ようとするものである。もう1つは流出（spillover）レジャー仮説（3）であり，それは仕事における疎
外がレジャーに持ち込まれ，レジャーに対しても無気力になってしまうというものである。
　Seeman（1967）は，疎外された仕事が非仕事へ影響を及ぼすという一般化（generalization）仮
説（4）を検証した。調査対象は，スウェーデンの男性労働者から無作為に抽出された20～59才の558名
である。調査結果は，アノミーと低い組織関与が相関係数r二〇．17（p〈．05），アノミーと低い職業
コミュニティがr＝0．18（p〈．05），移動態度と低い組織関与がr＝－0．32（p〈．01），移動態度と
高い職業コミュニティがr＝－0，23（p〈．01）であり，その他は，r＝－0．04～0．17で統計的に有
意でないというものであった。したがって，一般化仮説は支持されず，どちらかといえば補償仮説が
あてはまるという結果となっている。
　補償と流出（一般化）という2つの仮説に対して，分離（segregation）仮説（5＞という第3番目の
仮説が支持されるという実証研究がLondon，　Crandalland　Seals（1977）によって提示された。調査
対象は，1297名の18才以上のアメリカ人であり，7項目のデモグラフィック属性とレジャー仕事，生
活に関する13項目についてデータが収集された。分析結果は，仕事に関する5項目とレジャーに関す
る6項目の相関は，r＝0．01～0．28（中央値0．14）であった。つまり，仕事とレジャーに間には関係
がないという分離仮説が支持されると報告された。
　Staines（1980）は，補償と流出という対立関係にある仮説についての文献レビューを行った。そ
の結果から，得られたデータの条件によって，流出仮説が支持されることもあれば，補償仮説が支持
されることもある。また，それらがいずれも支持されないこともあると述べている。だが，流出仮説
が支持されることが多いと指摘している。
　Kabanoff（1980）は，補償，一般化，それに分離という3つの仮説はそれぞれが経験的研究によ
って支持されてきたが，概念上および方法論上の問題をもっていると報告している。そして，
Kabanoff　and　O’Brien（1980）では，1383名の15才以上のオーストラリア人を対象として，3つの
仮説のいずれが支持されるかを検証した。その結果は全体としては関連がみられなっかたが，これは
分離仮説を支持すると解釈すべきではなく，4つのパターン⑥が合成されたためであると解釈されて
いる。
　Tait，　Padgett，　and　Baldwin（1989）は，これまでの34の実証研究（合計のN＝19811）のメタ分析
から仕事経験と非仕事経験の問にはかなりの大きさのオーバーラップが存在することを発見してい
る。
　わが国では，小野（1992）（7）が首都圏の18才以上の361名を対象にして調査から，職務満足と生活満
足の相関係数は全体でr＝0．172（p＜．001），男性（Nll91）ではr－0．226（p＜．001）で流出仮説
が支持されると報告している。
2．3つのモデル
さて，3つの仮説をRomzek（1985）によって整理することにしよう。　Romzek（1985）は，これ
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までの研究を整理し，生活と非仕事（nonwork）の生活（8）との関係は3つのタイプのモデルに集約で
きるとし，それぞれをつぎのように説明している。
　「流出モデルは，中心的な制度状況における個人の適応は他の状況にもあてはまると仮定してい
る。つまり，ある領域で見られる態度あるいは行動は，個人の他の領域に持ち越されるのである。た
とえば，仕事における不満は家庭における不満と関連する。
　補償モデルは，中心的な制度状況（たとえば仕事あるいは家族）における個人の適応は他の状況に
おける態度あるいは経験の代償となると仮定している。言い換えれば，ある領域において経験される
剥奪あるいは過剰は他の領域における過剰あるいは剥奪によって均衡が保たれるのである。たとえ
ば，不幸せな家庭生活の代償として仕事へ没頭することがその例である。
　分離モデルでは，従業員の生活と個人的生活は，全く関係がない。自らの仕事と生活とを分離して
いる従業員は，仕事の影響を個人の生活に持ち込まないし，個人の生活の影響を仕事に持ち込まな
い。つまり，彼らはある領域を他の領域で直面している状況の代替物あるいは補完物として利用しよ
うとはしないのである。故意にしろ偶然にしろ，そのような様式の下では，従業員の仕事生活は非仕
事生活とは独立しているのである。たとえば，職務満足の程度は，非仕事における生活満足を高めも
しなければ，減少もさせないのである（Romzek　1985　p．259）」。そして，図1のように図式化してい
る。
図1　仕事と非仕事の関係についての3つのモデル
流出モデル：　仕事　　＋
補償モデル：　仕事　　一
分離モデル：　仕事　　0
非仕事
非仕事
非仕事
　　　　　出所；Romzek（1985）P．259．
III．調査目的と調査方法（9）
　1．調査目的
　本調査の主要な目的は，つぎのとおりである。
①職務満足と生活満足の間の関係として，流出モデル，補償モデル，および分離モデルの3つの
モデルのいずれが当てはまるかを検証すること
②職務満足と個別的職務満足の関係を明らかにすること
③生活満足と個別的生活満足の関係を明らかにすること
④全体的生活満足と職務満足，生活満足，および疎外感の関係を明らかにすること
⑤時短を含む労働環境改善についての従業員の意見を集約すること
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　2．調査方法（1°）
調査対象としては，日本ポリオレフィンフィルム工業組合の組合員289社から13社32工場を抽出し，
そこに正社員として勤務する交替勤務労働者を調査対象とした。調査方法は，郵送法を用いて700票
を送付し，466票の有効回答を得た。調査期間は，1993年11月から1994年1月までであった。
IV．調査結果の集計
　調査結果を集計することにより全体的な傾向を見ていくことにする。
　1：生活への関心と行動の時間配分
　仕事，家庭および家族，それに趣味およびレジャーの3つの領域について，どの程度関心を持ち，
どの程度時間を割り当てているかを全体を100％として，回答を求めた。
　回答の集計は，表1　3つの領域への時間配分のとおりである。
　まず，全体を見てみよう。関心の割合は，仕事が約4割，家庭および家族，それに趣味およびレジ
ャーがそれぞれ約3割であり，他方時間の割合は，仕事が約5割，家庭および家族が約2．5割，それ
に趣味およびレジャーが約2割となっている。これらの数字から，家庭・家族と趣味・レジャーに関
心があっても，現実には仕事が生活の大半を占めていることがわかる。
　っぎに，属性別にみてみよう。
　まず，年齢別では，50才以上では，関心の割合と行動の割合がほぼ同じ数値となっていることがわ
かる。つまり，全体で見られるような関心と行動のギャップがみられない。つぎに，40才代で，仕事
への行動の割合が58．48％と高く，仕事中心となっていることがわかる。つづいて，勤続年数別では，
20年以上のベテランにおいて仕事への行動の割合が57．55％と高く，仕事中心となっていることがわ
かる。つぎに，住居形態別および家族形態別では特徴的な傾向は見いだせない。他方，技能検定別で
は，技能取得者のほうが未取得者よりも仕事への行動の割合が大きいことがわかる。最後に，企業規
模別では，中規模企業に属する従業員が仕事への時間配分が若干少ないという点が指摘できよう。
　2．職務内容
　職務内容については，図2職務内容評価の平均値に示されているように，12の項目について5点尺
度で回答を求めた。これら12の項目は，Hackman　and　Oldham（1975）のJDS（Job　Diagnostic
Survey）の5要因すなわち，課業多様性・課業重要性・課業同一性・自律性・フィードバックに対
人関係を加えて構成されたものである。
　まず全体を見てみよう。平均値が比較的高い値となっている項目を順に列挙すると，第1位は，
「G．必要な知識の多様性」の4．48，第2位は「1．仕事の社会的重要性」4．05，第3位は「E．仕
事の社内的重要性」の4．02，となっており，いずれも平均値が4を越えている。
　他方，低い値の項目を列挙すると，第1位は「A．計画の自律性」の2．41，第2位は「B．仕事の
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表1　3つの領域への時間配分
関心の割合 行動の割合
人数
?
仕事 家庭・家族 趣味・レジヤー 仕事 家庭・家族 趣味・レジヤー
全体 466100 41．41 30．64 27．95 52．73 25．48 21．79
20才未満 12 3 40．00 25．00 35．00 55．00 17．92 27．08
20才代 125 27 33．18 27．53 39．29 46．81 23．43 29．76
30才代 126 27 37．81 34．05 28．14 50．40 27．53 22．07
40才代 165 35 48．31 30．24 21．45 58．48 24．94 16．59
50才以上 38 8 50．94 33．08 16．01 54．27 30，199 15．51
1年未満 39 8 40．31 29．21 30．49 52．48 23．68 23．84
1年以上3年未満 58 12 37．75 29．70 32．54 50．33 25．88 23．79
3年以上10年未満110 24 36．19 28．14 35．68 48．54 23．72 27．75
10年以上20年未満105 23 38．73 34．64 26．95 51．47 28．39 20．41
20年以上 154 33 48．63 30，63’ 20．74 57．55 25．24 17．20
会社の寮 37 8 33．54 21．35 45．11 49．16 18．73 32．11
社宅 33 7 44．09 32．24 23．67 53．03 27．42 19．55
賃貸アパート他 80 17 42．06 29．70 28．23 52．75 25．27 19．55
分譲マンション 5 1 42．00 29．00 29．00 56．00 14．00 30．00
一戸建て 299 64 42．31 31．63 26．06 53．24 26．25 20．50
その他 12 3 31．35 37．08 31．56 48．61 27．90 23．49
ひとり暮らし 62 13 38．13 21．10 40．76 50．62 17．72 31．66
二人暮らし 38 8 41．37 33．74 24．89 52．87 27．95 19．18
3人以上 366 79 41．97 3L93 26．10 53．07 26．54 20．39
1級 37 8 46．76 30．54 22．70 57．30 24．92 17．78
2級 57 12 41．40 32．88 25．72 56．44 24．32 19．25
取得していない 370 80 40．89 30．28 28．83 51．74 25．66 22．59
小規模企業 90 19 42．34 30．47 27．20 55．18 25．07 19．77
中規模企業 185 40 38．99 29．28 31．73 50．61 24．02 25．37
大規模企業 191 41 43．32 32．04 24．64 53．63 27．09 19．28
細分化」の2．48，第3位は「仕事への評価」の2．97，となっている。ただし，「B．仕事の細分化」
の尺度は逆，つまり低い値の方が望ましい，となっている。
　以上をまとめると，交替勤務者は，自らの職務を「社内的にも社会的に重要であるが，職務遂行に
は多様な知識を必要とするが，計画は自ら立てることはできずあまり評価されていないと」感じてい
るといえよう。
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A．計画の自律性
B．仕事の多様性
C．仕事の細分化
D．仕事への支持
　助言
E．仕事の社内的
　重要性
F．意思決定の自
　律性
G．必要な知識の
　多様性
H．仕事の社会的
　役割
1．仕事の社会的
　重要性
」．仕事への評価
K．上司との信頼
　関係
図2　職務内容評価の平均値
1　　　　　　　2　　　　　　　3　　　　　　　4 5
　L同僚との関係
事の多様性」，「E．仕事の社内的重要性」，「F．意思決定の自律性」，
要性」，であり，いずれもが1級の技能検定取得者のほうが高い値となっている。っまり，
能検定取得者のほうが未取得者よりも，仕事の社内的および社会的重要性を強く感じ，多様な仕事を
自律的に遂行していると感じているという結果となっている。
　最後に，企業規模別では，小規模企業の勤務者（N＝90）と大規模企業の勤務者（N＝191）の職
務内容評価の平均値をプロットしたものが図5規模別職務内容の評価である。同様に，2つの平均値
について，差の検定を行った。その結果有為な差が見られたのは，「B．仕事の多様性」，「C．仕事
の細分化（逆）」，「D．仕事への支持助言」，「E．仕事の社内的重要性」，「F．意思決定の自律性」，
「G．必要な知識の多様性」，「J．仕事への評価」，「K．上司との信頼関係」，「L．同僚との関係」，
であり，いずれもが大規模企業の勤務者のほうが高い値となっている。つまり，計画の自律性と仕事
の社会的役割と重要性には両者で差が見られないが，その他の職務内容の評価は大規模企業の勤務者
のほうが小規模企業の勤務者よりも高い値となっているのである。
　っぎに属性別に見てみることにしよう。まず勤
続年数別では，1年未満の勤務者（N＝39）と20
年以上の勤務者（N＝154）の職務内容の評価の
平均値をプロットしたものが図3勤続年数別職務
内容の評価である。そして，2つの平均値につい
て，差の検定と行った。その結果有為な差が見ら
れたのは，「A．計画の自律性」，「F．意思決定
の自律性」それに「K．上司との信頼関係」であ
り，いずれも勤続20年以上の勤務者の方が高い値
となっている。つまり，ベテランの方が新人より
も，計画および意思決定の自律性が高く，上司と
の信頼関係も強いという結果となっている。
　っついて，技能別では，1級の技能検定取得者
（N＝36）と技能検定未取得者（N＝372）の職務
内容評価の平均値をプロットしたものが図4技能
別職務内容の評価である。そして，2つの平均値
について，差の検定と行った。その結果有為な差
が見られたのは，「A．計画の自律性」，「B．仕
　　　　　　　　　それに「1．仕事の社会的重
　　　　　　　　　　　　　　　　　　1級の技
　3．個別的職務満足
　個別的職務満足ついては，図6個別的職務満足度の平均値に示されているように，22の項目につい
て5点尺度で回答を求めた。これら22項目は，Smith，　Kendal　and　Hulin（1969）のJDI（Job
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図3　勤続年数別職務内容の評価
A．計画の自律性
B．仕事の多様性
C．仕事の細分化
D．仕事への支持助言
巳仕事の社内的重要性
F．意思決定の自律性
G．必要な知識の多様性
H．仕事の社会的役割
L仕事の社会的重要性
J．仕事への評価
K．上司との信頼関係
L同僚との関係
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駄
＋全体
一｛一一1年未満
一一一G…20年以上
Descriptive　Index）の5領域すなわち，賃金・昇進・上司・同僚・仕事自体を参考に作成されたも
のである。
　まず，全項目の単純平均は，2．88と相対的に低い満足度となっている。特に低い値となっている項
目を低い順に列挙すると，第1位は「14．有給の消化度」（11）の2。15，第2位は「9．賃金の額」の2．
47，第3位は「11．賃金体系」の2．52，第4位は「17．職場の物理的環境」の2．57，第5位は，「22．
職場以外の物理的環境」の2．88となっている。
　他方，満足度の高かった項目を順に列挙すると，第1位は「10．通勤時間」の3．67，第2位は
「8．同僚との人間関係」の3．37，第3位は「上司との人間関係」の3．22，第4位は「1．仕事の質」
の3．17，第5位は「12．休日数」の3．14となっている。
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図4　技能別職務内容の評価
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　4．疎外感
　疎外感については，Blauner（1964）の4つの疎外すなわち無力性・無意味性・社会的孤立・自己
疎隔のそれぞれについて，5点尺度（「1．全く感じない」から「5．いつも感じる」）で回答を求め
た。結果は，まず，無力性が平均値2．73，中央値3，最頻値2，標準偏差O．99であった。つぎに，無
意味性は，平均値2．47，中央値2，最頻値2，標準偏差0．87であった。そして，社会的孤立は，平均
値2．51，中央値2，最頻値2，標準偏差LO1であった。最後に，自己疎隔は，平均値3．03，中央値
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　図5　規模別職務内容の評価
　　　2　　　　　　　　3 4 5
????????????、?，
?》???「》????
ー??????． ?? 、、、?????? 「? 、
、ー?」
レ笹　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＋小規模企業
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一・裾トー中規模企業
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一一一△一一一大規模企業
3，最頻値3，標準偏差1．04であった。
　5．仕事上のストレス
回答者に仕事上のストレス原因として感じられるものすべてを選択してもらった。その結果は，図
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一30一
第35巻第1号1996年10月
　　　　　1．仕事の質
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　　3．仕車結果の評価
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図6　個別的職務満足度の平均値
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7仕事上のストレスの原因のとおりである。最も多くの人が仕事上のストレス原因として指摘したは
「17．蓄積した疲労」（49．14％）であり，つぎに「6．多すぎる仕事量」（40．99％），そして「4．安
い賃金」（28．54％），「8．休日に休めない」（26．18％），「2．難しすぎる仕事」（25．54％）という順
になっている。二人に一人は「蓄積した疲労」をストレス原因としてあげている。また，五人に二人
は，「多すぎる仕事量」をストレス原因としてあげている。
6．社会的支援者
社会的支援者（social　support）とは個人がストレスを対処することを可能にする資源であり，支
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図7　仕事上のストレス原因
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図e　社会的支援者
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援的な社会関係を有する人はストレスの多い状況に対処するために他の人々に頼ることができるが，
そのような関係を有しない人はストレスの影響を受けやすいという（Russell，　Altmaier　and　Velzen
1987）。回答者に仕事上の困難に遭遇した場合に直接的・間接的に仕事を助けてくれたり，精神的に
助けてくれた人を尋ねた。その結果は，図8社会的支援者のとおりである。第1位は，「2．同僚」
（63．52％）であり，つぎが「1．直属の上司」（59．23％）そして「7．配偶者」（33．05％）の順にな
っている。
　7．全体的職務満足
　「あなたは，全体的にみて，どの程度現在の仕事に満足されていますか」という問いに対して，
「1．大いに不満である」から「7．大いに満足している」までの7点尺度で回答を求めた。平均値
は，4．04であり，度数の分布は，図9全体的職務満足度のとおりである。「やや満足」が141人で最も
多く約30％を占めている。つぎに，「どちらともいえない」が113人で約24％であり，そして「やや不
満」が94人で約20％を占めている。満足の領域に該当する人は，196人（約42％）であり，不満の領
域に該当する人は，157人（約34％）となっている。
　8．個別的生活満足
　個別的職務満足については，図10個別的生活満足度の平均値に示されているように，20の項目につ
いて5点尺度で回答を求めた。
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図9　職務満足度
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　まず，全項目の単純平均は，3．00となっている。満足度の高かった項目を順に列挙すると，第1位
は「11．配偶者との関係」の3．59，第2位は「12．配偶者以外の家族との関係」の3．53，第3位は
「4．日常の買い物などの生活の便利さ」の3．41，第4位は「20．会社以外の友人・知人との付き合
い」の3．26，第5位は「7．住居の広さなどの快適さ」の3．17となっている。他方，満足度の低かっ
た項目を順に列挙すると，第1位は「16．経済的な面も含めた老後の安心感」の2．36，第2位は
「15．経済的な安心感」の2．61，第3位は「19．図書館美術館などの文化施設」の2．66，第4位は
「3．美しい家並みや歴史的な雰囲気との触れ合い」の2．75，第5位は「9．十分な余暇時間と余暇
の活用」の2．78となっている。
　9．生活上のストレス
　回答者に生活上のストレス原因として感じられるものすべてを選択してもらった。その結果は，図
11生活上のストレスの原因のとおりである。最も多くの人が生活上のストレス原因として指摘したは
「5．経済的不安」（34％）であり，つぎに「3．趣味余暇の時間がとれない」（30％），そして「1．
自分の病気」（26％），「2．老後の心配」（24％），「16．生活の上のストレスなし」（19％）という順
になっている。
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図10個別的生活満足度の平均値
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図11生活上のストレス原因
　　　16．なし
　　15．その他
　　　14．宗教
　13．政治経済
　12．家族の病気
ll．近所付き合い
　10．住宅問題
9．家族の不平不溝
8．子どもの問題
6．社外の友人知人とのトラブル
　　　　　5．経済的不安
　　4．配偶者とのトラブル
　3．趣味余暇時間がとれない
　　　　　2．老後の心配
　　　　　1．自分の病気
go
?
4
6
33
　47
S4
51
T2
65
80
23
57?
140
113
121
0 20 40 60 80 100 120 140
160
160
図12生活満足度
7．大いに満足
6．満足
5・やや齪麗躍羅羅一・83
4．どちらともえいない
3．やや不満
2不
1．大いに不満
0 20　　　40 60 80　　　　100　　　　120　　　　140　　　　160　　　　180　　　　200
　10．生活満足
　「あなたは，全体的にみて，どの程度仕事以外の生活に満足されていますか」という問いに対し
て，「1．大いに不満である」から「7．大いに満足している」までの7点尺度で回答を求めた。平
均値は，4．37であり，度数の分布は，図12生活満足度のとおりである。「やや満足」が183人で最も多
く約39％を占めている。つぎに，「やや不満」が95人で約20％であり，そしてが「どちらともいえな
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第35巻第1号1996年10月
図13　全体的生活満足度
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い」89人で約19％を占めている。満足の領域に該当する人は，263人（約56％）であり，不満の領域
に該当する人は，124人（約27％）となっている。
　11。全体的生活満足
　「あなたは，仕事と仕事以外の生活の両方を総合した現在の生活に，どの程度満足されています
か」という問いに対して，「1．大いに不満である」から「7．大いに満足している」までの7点尺
度で回答を求めた。平均値は，4．08であり，度数の分布は，図13全体的生活満足度のとおりである。
「やや満足」が152人で最も多く約33％を占めている。つぎに，「どちらともいえない」が128人で約27
％であり，そして「やや不満」が109人で約23％を占めている。満足の領域に該当する人は，190人
（約40％）であり，不満の領域に該当する人は，148人（約32％）となっている。
　12．労働時間の短縮
　時短は，非仕事時間を増大させるという意味で時間的次元での生活満足を向上させる可能性があ
る。しかし，もし収入減少を伴う時短であれば，職務満足を低下させるかもしれない。また，収入低
下は，生活上のストレスとなる可能性がある。他方，時短よりも収入増加を望む勤務者もいるであろ
う。時短に関する意見の違いをみていくことにする。
　（1）時短と収入減少
　ここでは賃金低下と時短の関係について意見を求めている。時短についての交替勤務者の意見は，
図14の時短の推進についてに示されているとおりである。
　まず，「現在の賃金を下げずに時短を推進してほしい」という意見については，賛成派（賛成とや
や賛成の合計）は403名（約87％）で圧倒的多数が賛成している。つぎに，「多少賃金が下がって（手
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図14　時短の推進について
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取額の5％未満）も時短を推進してほしい」という意見については，賛成派が121名（約26％）で反
対派が229名（約50％）となり，賛成派と反対派の数が逆転する。そして，「相当賃金が下がって（手
取額の5％以上〉も時短を推進してほしい」という意見については，反対派が358名（約78％）とな
っている。
　このように，多くの交替勤務者は，賃金の低下を招かない方向で時短が推進されることを望んでい
る（「アペンディクス：②労働時間短縮に条件付きで賛成の意見」を参照）。たとえば，つぎのような
意見がある。
　「時短を進めることは良い事なのでしょうが，その反面給与が下がったの場合経済的に苦しくなり
ます。そうすると自分の時間というのは増えますが何もできなせん。そこで何とか給与を下げずに時
短できないものでしょうか（この場合の給与は残業の分もはいります。）（20才代，小規模企業，勤続
3～10年未満，技能検定未取得者）」。
　このような意見に代表されるように，時短による賃金低下を危惧する声は多い。なお，時短への反
対意見は「アペンディクス；（3）労働時間短縮にには反対する意見」に示されているが，その理由とし
て，時短による収入の低下の恐れのあることを指摘しているケースもある。たとえば，つぎのような
意見である。
　「時短の結果，収入が低下してのでは生活がなりたたない（40才代，小規模企業，勤続3～10年未
満，技能検定2級取得者）」。
　他方，「相当賃金が下がって（手取額の5％以上）も時短を推進してほしい」という意見も34名
（約7％）と少数ではあるが存在する（「アペンディクス；（1）労働時間短縮に賛成の意見」を参照）。
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図15　時短よりも収入増加について
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時短より夜勤による収
　　入増加
たとえば，その例として，
　「時短については余暇活動などに必要でありできる限りすすめるようにされたい（50才代，大規模
企業，勤続3～10年未満，技能検定未取得者）」。
　「労働時間が12時間というのは長すぎる（特に夜勤）。仕事のある日は子供の相手もできない。な
んとかして欲しい（30才代，中規模企業，勤続10～20年未満，技能検定未取得者）」などの意見があ
げられる。
　（2）時短よりも収入増加
　ここでは，時短よりも収入増加を希望する勤務者がどの程度いるのかを調べてみた。具体的には，
「残業による収入増加」，「休日出勤による収入増加」，それに「夜勤による収入増加」について回答を
求めた。結果は，図15時短よりも収入増加についてに示されているように，残業，休日出勤，夜勤の
いずれにおいても反対派が賛成派を上回っている。
　詳細にみると，残業では反対派203対賛成派89，休日出勤では272対53，夜勤では288対42となって
いる。このように，全般的には，時短よりも収入増加を求める意見は少数派となっている。しかし，
反対意見もある。たとえば，「労働時間の短縮よるも少しでも収入を増加させたい（20才代，大規模
企業，勤続3～10年未満，技能検定未取得者）」
　「残業をやってもいいので賃金をあげてほしい（20才代，中規模企業，勤続3～10年未満，技能検
定未取得者）」
　などの意見である（「アペンディクス；（6）賃金についての意見」を参照）。
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図16　夜勤の縮小について
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　（3）夜勤の縮小
　この業界では，連続操業が前提となっている。具体的には，月曜の朝スタートし，土曜の朝あるい
は日曜の朝に機械を止める。または，正月休みとお盆休みを除いて連続操業する。このような形態が
一般的である。したがって，連続操業するのであれば，いずれの勤務体制においても夜勤は避けられ
ないことになる。
　図16夜勤の縮小についてに示されているように，「現在の賃金を下げずに残業を減らしてほしい」
という意見については，賛成派は300名（約65％）で多数が賛成している。しかし，「多少賃金が下が
って（手取額の5％未満）も残業を減らしてほしい」という意見については，賛成派が107名（約23
％）で反対派が171名（約37％）となり，賛成派と反対派の数が逆転する。ただし，「どちらともいえ
ない」も185名（約40％）で反対派とほほ伺じ値となっている。さらに，「相当賃金が下がって（手取
額の5％以上）も残業を減らしてほしい」という意見については，反対派が284名（約61％）となっ
ている。結果は時短と収入減少とほぼ同じであり，賃金低下を招かない方向で夜勤を減らすことを望
んでいるといえる。
　とはいいながら，夜勤は交替勤務者にとってかなりの肉体的負担となっていることは，つぎのよう
な意見からうかがい知ることができる。
　「夜勤をしていると疲労とかがたまりやすく体にあまりよくないので夜勤をすくなくしてほしい
（20才代，大規模企業，勤続3～10年未満，技能検定2級取得者）」
　「労働環境の中で一番きついのが夜勤だと思います。しかし，現在夜勤をしている人の多くは夜勤
をしてそれに見合った手当をもらっているのでしょうか。若い人特に，日曜・祭日を休みたいのに勤
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一40一
　　　　　　　　　　　　　　　　第35巻第1号1996年10月
務上やすめない。それがいやでやめていく人が多いように思います。しかし，夜勤をすればそれに見
合った手当を出すなどして夜勤を魅力ある仕事とすれば人は集まり，企業も活性化するのではないで
しょうか（企業主からするといやでしょうが）。人の集まらない企業に未来はないと思います（30才
代，大規模企業，勤続10～20年未満，技能検定未取得取得者）（「アペンディクス；（4）夜勤についての
意見」を参照のこと）。
　ところで，「どちらともいえない」が3つの設問に共通して多い点が特徴的である。この点につい
てはっぎのような解釈が成り立たないだろうか。すなわち，夜勤を減少させるためには，現在の工場
設備で連続操業を前提として考えるならば，要員の増加あるいは勤務体制の変更のいずれかの手段を
用いざるを得ない。いずれの手段も現在の交替勤務者にとって将来の仕事の変化を見通すが困難とい
える。したがって，交替勤務者は「どちらともいえない」という中立的な立場になっているという解
釈である。
V．調査結果の分析（12）
　っぎに，これらの集計結果を踏まえた上で，職務満足と生活満足との関係について分析することに
する。
　1．個別的職務満足および個別的生活満足についての因子分析
　（1）個別的職務満足要因についての因子分析
　22の個別的職務満足要因の潜在因子を探るために，因子分析を行った。その結果は，表2個別的職
務満足要因の因子分析結果のとおりである。
　まず，因子1は「16．上司の方針と能力」，「15．上司との人間関係」，及び「8．同僚との人間関
係」によって代表される因子であり，そこに共通するものは，職場での人間関係であり，特に上司が
職務満足に大きな影響を与えることが明らかである。つぎに，因子IIは「11．賃金体系」と「9．賃
金の額」から構成されるものであり，賃金因子と呼んで差し支えなかろう。そして，因子Illは，「1．
仕事の質」と「2．仕事量」からなり，仕事因子といえる。つづく，因子IVは，「4．所定内労働時
間の長さ」と「6．所定外労働時間の長さ」で構成され，労働時間因子と名付けられる。さらに，因
子Vは，「12．休日数」と「13．休日の質」からなり，休日因子といえる。つづいて，因子VIは「18．
職務経験」と「19．教育訓練」からなり，職務経験因子と呼べる。最後に，因子VIIは「21．職場以外
の物理的環境」と「22．職場内の休憩施設」から構成され，物理的環境因子と名付けることができよ
う。
　②　個別的生活満足要因についての因子分析
　20の個別的生活満足要因の潜在因子を探るために，因子分析を行った。その結果は，表3個別的生
活満足要因の因子分析結果のとおりである。
　まず，因子1は「10．自分のためにゆっくりと過ごせる時間」と「9．十分な余暇時間と余暇の活
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表2　個別的職務満足要因の因子分析結
バリマックス回転後の因子負荷 N＝466
因子1 因子II 因子III因子IV因子V 因子VI 因子VII
1．仕事の質 0，2070，1110，7710，0700，0740，1420，094
2．仕事量 0，2210，1110，6060，2770，0110，1150，166
3．仕事結果の評価 0，3510，2040，4560，1030，0850，3110，106
4．所定内労働時間の長さ 0，1280，1320，1880，7650，1720，0250，146
5．企業の経営方針 0，3210，2490，2310，3050，1770，3070，186
6．所定外労働時間の長さ 0，1190，1070，0790，623一 0，1150，1320，089
7．昇進の機会 0，3840，3010，1740，0800，0420，3210，082
8．同僚との人間関係 0，500一 0，0420，1130，0250，1270，0760，170
9．賃金の額 0，1950，726『 0，1570，1410，1320，1210，080
10．通勤時間 0，0020，0190，032一〇．004 0，280一〇．023 0，168
11．賃金体系（本給・職務給・諸手当など） 0，0960，8150，1010，1440，2430，0630，145
12．休日数 0，1790，2100，0160，2240，6180，1470，098
13．休日の質（日曜日・祭日以外の休み） 0，1870，1610，0380，1440，751一 0，1640，023
14．有給の消化度 一〇．006 0，1870，0560，2240，2600，102一〇．067
15．上司との人間関係 0，754一 0，0970，1830，1660，1380，1090，081
16．上司の方針と能力 0，7570，1610，2070，2290，0560，2110，049
17．職場の物理的環境 0，3200，1040，1730，1330，0590，2430，266
18．職務経験 0，1360，0280，2120，1820，1140，6310，134
19．教育訓練 0，3040，1680，0860，1530，1220，519｝ 0，187
20．職務体制（日勤・夜勤・交替勤務） 0，1390，1510，2270，2900，3260，1290，312
21．職場以外の物理的環境（社宅・寮など） 0，1200，1100，0860，1360，1770，1580，617『
22．職場内の休憩施設（食堂・休憩室など） 0，2460，1020，2050，1300，1270，1770，495
固　有　値 2，3101，6661，6081，5771，4801，2861，072
寄　与　率 10，5017，5727，3107，0766，7295，8434，873
用」によって代表される因子であり，そこに共通するものは，余暇とゆとりの時間であり，特に時間
が生活満足に大きな影響をあたえることがあきらかである。つぎに，因子IIは「2．のびのびと歩い
たり簡単な運動ができる舗道や公園，「1．緑や自然の生活との触れ合い」，および「3．美しい家並
みや歴史的な雰囲気との触れ合い」から構成されるものであり，空間的ゆとり因子と呼んで差し支え
なかろう。そして，因子IIIは「12．配偶者以外の家族との関係」と「11．配偶者との関係」からな
り，家族因子といえる。つづく，因子IVは「13．地域の人々との付き合い」と「14．地域での活動」
で構成され，地域因子と名付けなられる。さらに，因子Vは「15．経済的な安心感」と「16．経済的
な面も含めた老後の安心感」からなり，経済的因子といえる。つづいて，因子VIは「7．住居の広さ
や日当たりなどの快適さ」と「8．住居の回りの生活さや静けさ」からなり，住環境因子と呼べる。
そして，因子VIIは「4．日常の買い物などの生活の便利さ」と「19．図書館・美術館などの文化施
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　　　　　　　　　　　　　　表3　個別的生活満足要因の因子分析結果
バリマックス回転後の因子負荷量 N＝466
因子1 因子II 因子III因子IV因子V 因子VI因子VII因子Viii
1．緑や自然の生物との触れ合い 0，0660，5590，0970，1050，0400，049一〇．019 0，105
2．のびのびと歩いたり簡単な運動ができる
@舗道や公園 0，0530，8130，1150，0380，1020，0580，2030，114
3．美しい家並みや歴史的な雰囲気との触れ
@合い 0，1410，550一 0，0000，1860，0040，1060，1040，175
4．日常の買い物などの生活の便利さ 0，0550，0520，2090，031一〇．011 0，1180，6490，043
5．汚染されていない空気や水 0，0850，2110，078一〇，009 0，0480，1910，0720，656
6．交通事故やその他の災害からの安全 0，0640，146一〇．024 0，0500，1460，1640，0620，640
7．住居の広さや日当たりなどの快適さ 0，1030，0890，0800，0890，1640，7140，0390，187
8．住居の回りの清潔さや静けさ 0，1780，1030，0340，1080，0610，6740，1600，199
9．十分な余暇時間と余暇の活用 0，7610，090一〇．017 0，1210，1740，1570，1360，065
10．自分のためにゆっくりと過ごせる時間 0，8430，1550，0220，0540，1400，1210，042 0．10
11．配偶者との関係 一〇．038 0，0900，7140，1300，0370，0510，143一〇．10
12．配偶者以外の家族との関係 0，0480，1130，8580，1580，0480，0530，1050，067
13．地域の人々との付き合い 0，0700，1500，1980，7250，0610，0600，0880，072
14．地域での活動 0，0560，1350，0790，6520，1380，0880，091一〇．011
15。経済的な安心感 0，1880，0510，1040，0720，8060，1560，0520，135
16．経済的な面も含めた老後の安心感 0，1470，099一〇．020 0，2100，6220，0780，1470，087
17．心身の健康 0，1940，0170，0850，1400，1620，1020，0980，134
18．親しい医師の存在や身近な病院 0，0580，0640，1550，20602030，1610，3800，021
19．図書館・美術館などの文化施設 0，0680，1120，0090，1500，1030，0120，5300，080
20．会社以外の友人・知人との付き合い 0，0840，0440，0990，3800，0620，0750，2710，007
固　有　値 1，4951，4891，4261，3581，2611，1871，1101，046
寄　与　率 7，4767，4457，1306，7926，3075，9365，5495231
設」から構成され，生活文化因子と名付けることができよう。最後に，因子VIIIは「5．汚染されてい
ない空気や水」と「6．交通事故やその他の災害からの安全」からなり，安全因子といえる。
　2．職務満足および生活満足に関する重回帰分析
　（1）職務満足と個別的職務満足の関係に関する重回帰分析
　職務満足を従属変数とし，個別的職務満足を独立変数として，ステップワイズ法による重回帰分析
を行った結果が，表4職務満足と個別的職務満足の関係ついての重回帰分析の結果である。
　表5に示されているように，自由度調整済み決定係数がO．470（p〈．001）とあまり高くないので
断定的なことはいえないが，標準偏回帰係数をみると，「仕事の質」が0．3625（p＜．001）で最も高
く，ついで「仕事量」，「職務体制」，「賃金の額」という順になっている。これらは仕事に関連する事
項ではなく仕事そのものに関わる事項であるといえる。
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DEP　VAR；
ADJUSTED　SQUARED　MULTIPLE　R；0．470
VARIABLE
CONSTANT
Q3A
Q3B
Q31
Q3N
Q3P
Q3Q
Q3T
Q3U
SOURCE
REGRESSION
RESIDUAL
　　　表4　職務満足と個別的職務満足についての重回帰分析の結果
Q8　　N：　　466　MULTIPLE　R；0．692　SQUARED　MULTIPLE　R；⑪．479
　　　　　　　　 　　　STANDARD　ERROR　OF　ESTIMATE；0．9499
COEFFICIENT
　O．2469
　0．5034
　0、2139
　0．1376
　－0．0916
　0．1180
　0．1274
　0．1562
　0．0988
STD　ERROR
0．2242
0．0608
Q．0538
0．0484
0．0461
0．0595
0．0571
0．0519
0．0588
STD　COEF
　O．OOOO
　O．3625
　0ユ727
　0．1098
－O．0716
　0，0830
　0．0904
　0．1209
　0．0626
ANALYSIS　OF　VARIANCE
SUM・OF・SQUARES
　　378．7481
　　412．3935
DF
8
457
MEAN－SQUARE
　47．3435
　　0．9024
TOLERANCE
0．5944
0．60SO
O．7636
0．8778
0．6514
0，6955
0．7074
0．8246
F－RATIO
52．4644
　T
1．1010
8．2757
3．9776
2．8421
－1．9859
1．9825
2．2314
3．0118
1．6823
　P
O．OOOO
P（2TAIL）
　0．2715
　0．0000
　⑪．00⑪1
　0．0047
　0．0476
　0．0480
　0．0261
　0．0027
　0．0932
なお上記の変数Q8～Q　3　Uは次のとおりである。
Q8とは，職務満足度
Q3Aとは，仕事の質
Q3Bとは，仕事の量
Q31とは，賃金の額
Q3Nとは，有給休暇の消化度
Q3Pとは，上司の方針と能力
Q3Qとは，職場の物理的環境
Q3Tとは，勤務体制
Q3Uとは，職場以外の物理的環境
をそれぞれ示す。
　（2）生活満足と個別的生活満足の関係に関する重回帰分析
　同様に，生活満足を従属変数とし，個別的生活満足を独立変数として，ステップワイズ法による重
回帰分析を行った結果が，表5生活満足と個別的生活満足の関係ついての重回帰分析の結果である。
　表6に示されているように，自由度調整済み決定係数が0．479（p＜．001）とあまり高くないので
断定的なことはいえないが，標準偏回帰係数をみると，「会社以外の友人・知人との付き合い」がO．
3481（p＜．001）で最も高く，ついで「経済的な安心感」，「十分な余暇時間と余暇の活用」，「配偶者
との関係」，「配偶者以外の家族との関係」という順になっている。これらから，人間関係，経済的問
題，それに余暇時間が生活満足を規定する主要な要因であると考えることができよう。
　（3）全体的生活満足，職務満足，疎外感，および生活満足の関係
　まず，総合生活満足を従属変数とし，職務満足，疎外感，および生活満足を独立変数として，重回
帰分析を行った。その結果は，表6全体的生活満足，職務満足，疎外感，および生活満足の関係にっ
いての重回帰分析の結果に示されているとおりである。決定係数は0．534（p＜．001）で，標準偏回
帰係数をみると，生活満足が0．5373（p＜．001）であり，職務満足は0．3294（p＜．001）となってい
ることから，職務満足よりも生活満足のほうが全体的生活満足を規定していることが理解できる。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－44一
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第35巻第1号1996年10月
　　　　　　　　　　　表5　生活満足と個別的生活満足についての重回帰分析の結果
DEP　VAR：　　QユO　　N：　　466　MULTIPLE　R：0．702　SQUARED　MULTIPLE　R：0．493
ADJUSTED　SQUARED　MULTIPLE　R：0．479　　STANDARD　ERROR　OF　ESTIMATE：0．8678
VARIABLE
CONSTANT
QgB
QgD
QgF
QgH
QgI
QgK
QgL
QgM
Q90
QgP
QgQ
QgR
QgT
COEFFICIENT　　STD　ERROR
　－O．5581　　　　　　　　　　0．2709
　　0．1053　　　　　　　　　　0．0487
　　0．0656　　　　　　　　　　0．0441
　－0．0837　　　　　　　　　　0．0504
　　0，0764　　　　　　　　　　0．0433
　　0，1963　　　　　　　　　　0．0482
　　0．1896　　　　　　　　　　0．0623
　　0．1542　　　　　　　　　　0．0648
　　0．1142　　　　　　　　　　0．0584
　　0．2278　　　　　　　　　　0．0600
　　0．1234　　　　　　　　　　0，0702
　　0．1063　　　　　　　　　　0．0499
　－0．0990　　　　　　　　　　0．0509
　　0．4177　　　　　　　　　　0．0445
STD　C EF　　TOLERANCE
　O．0000
0．0795
0．0559
－0．0610
0．0664
0．1553
0．1377
0．1119
0．0761
0．1646
0．0785
0．0820
－O．0758
0．3481
O．8288
0．7945
0．8304
0．7923
0．7694
0．5479
0．5075
0．7386
0．5956
0．5621
0．7567
0．7383
0．8143
　T
－2．0600
2．1617
1．4882
－L6608
1．7653
4．0700
3，0450
2．3814
1．9541
3．7942
1．7585
2．1305
－1．9449
9．3823
P（2TAIL）
　0．0400
　0．0312
　0．1374
　0．0974
　0．0782
　0．0001
　0．0025
　0．0177
　0．0513
　0．0002
　0．0793
　0．0337
　0．0524
　0．0000
　　　　　　　　　　　　　　　　　ANALYSIS　OF　VARIANCE
SOURCE　　　　SUM－OF－SQUARES　DF　　MEAN－SQUARE　　　F－RATIO　　　　P
REGRESSION　　　　　　331．5643　　　　　13　　　　　25．5049　　　　　　　33．8649　　　　0．OOOO
RESIDUAL　　　　　　　340．4185　　　　　452　　　　　　0．7531
なお上記の変数Q10～QgTは次のとおりである。
Q10とは，生活満足度
QgBとは，のびのびと歩いたり簡単な運動ができる舗道や公園
QgDとは，日常の買い物などの生活の便利さ
QgFとは，交通事故やその他の災害からの安全
QgHとは，住居の回りの清潔さや静けさ
QgIとは，十分な余暇時間と余暇の活用
QgKとは，配偶者との関係
QgLとは，配偶者以外の家族との関係
QgMとは，地域の人々との付き合い
Q90とは，経済的な安心感
QgPとは，経済的な面も含めた老後の安心感
QgQとは，心身の健康
QgRとは，親しい医師の存在や身近な病院
QgTとは，会社以外の友人・知人との付き合い
をそれぞれ示す。
　っぎに，職務満足を従属変数として，生活満足，疎外感，およぼ全体的生活満足を独立変数とし
て，重回帰分析を行った。その結果は，表6に示されているとおりである。ただし，決定係数が0．
281（p＜．001）と低いので十分なことはいえない。
　最後に，生活満足を従属変数とし，職務満足，疎外感，および全体的生活満足を独立変数として，
重回帰分析を行った。その結果は，表6に示されているとおりである。決定係数は0．439（p＜．001）
で，標準偏回帰係数をみると，全体的生活満足がO．6471（p＜．001）であり，他の2つの変数に比べ
て大きな値となっている。
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　　　　　　　　　表6　全体的生活満足度，職務満足度，生活満足渡についての重回帰分析の結果
DEP　VAR：　　Q12　　N；　　466　MULTIPLE　R：0．731　SQUARED　MULTIPLE　R：0．534
ADJUSTED　SQUARED　MULTIPLE　R：O．531　　STANDARD　ERROR　OF　ESTIMATE：O．7815
VARIABLE
CONSTANT
Q7
Q8
Q10
COEFFICIENT
　　O。8840
　　－O．0179
　　0．2883
　　0．5101
STD　ERROR
　　O．2517
　　0．Ol32
　　0．0300
　　0．0325
STD　COEF
　O．0000
　－0．0458
　0．3294
　0．5373
TOLERANCE
0．8783
0．8570
0．8599
　T
3．5126
－1．3529
9．6054
15．6909
P（2TAIL）
　0．0005
　0，1767
　0．0000
　0．0000
SOURCE
REGRESSION
RESIDUAL
DEP　VAR；Q8
ANALYSIS　OF　VARIANCE
SUM・OF－SQUARES
　　　323．6066
　　　282．1294
N：
DF　　MEAN・SQUARE
　3　　　　　　　　107．8689
462　　　　　　　　　　0．6107
ADJUSTED　SQUARED　MULTIPLE　R：0．281
VARIABLE
CONSTANT
Q7
Q10
Q12
F・RATIO
176．6403
　P
O．0000
466　MULTIPLE　R：O．534　SQUARED　MULTIPLE　R：0．286
　 　　　　　　　STANDARD　ERROR　OF　ESTIMATE：1．1060
COEFFICIENT
　　2．6947
　　－0．0691
　　－O．0613
　　0．5774
STD　ERROR
　　O．3384
　　0．0185
　　0．0569
　　0．0601
STD　COEF
　O．0000
　－0．1549
　－0．0565
　0．5053
TOLERANCE
0．9013
0．5624
0．5588
　　T
7．9621
－3．7387
－1．0776
9．6054
P（2TAIL）
　0，0000
　0，0002
　0．2818
　0，0000
SOURCE
REGRESSION
RESIDUAL
DEP　VAR：
ADJUSTED　SQUARED　MULTIPLE　R：O．435
VARIABLE
CONSTANT
Q7
Q8
Q12
　　　　　　　　　　　ANALYSIS　OF　VARIANCE
　　SUM－OF－SQUARES　　DF　　MEAN－SQUARE　　　F－RATIO　　　　P
　　　　　225．9986　　　　　　　　　　3　　　　　　　　　75．3329　　　　　　　　　　　61．5840　　　　　　　0．0000
　　　　　565．1431　　　　　　　　462　　　　　　　　　　1．2233
Q10　　N：　　466　MULTIPLE　R：0．663　SQUARED　MULTIPLE　R：0．439
　 　　　　　　　　　　　　　　　　　STANDARD　ERROR　OF　ESTIMATE：09033
COEFFICIENT
　　2．2110
　　－0．0432
　　－0．0409
　　0．6815
STD　ERROR
　　O．2762
　　0．0152
　　0．0379
　　0．0434
STD　COEF
　O．0000
　－0．1050
　－0．0444
　0．6471
TOLERANCE
0．8901
0．7161
0．7140
　T
8．0042
－2．8438
－1．0776
15．6909
P（2TAIL）
　0．0000
　0．0047
　0．2818
　0．0000
ANALYSIS　OF　VARIANCE
SOURCE　　　　SUM－OF・SQUARES　　DF
REGRESSION　　　　　　295．0397　　　　　　　3
RESIDUAL　　　　　　　376．9431　　　　　462
なお上記の変数Q7～Q12は次のとおりである。
Q7とは，疎外感
Q8とは，職務満足度
QlOとは，生活満足度
Ql2とは，全体生活満足度
をそれぞれ示す。
MEAN－SQUARE　　　F－RATIO　　　　　P
　 　98．3466　　　　　　　　　　　120．5384　　　　　　　0．0000
　 0．8159
3．仮説の検証
（1）職務満足と生活満足の関係
職務満足と生活満足の関係として， 流出モデル，補償モデル，
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あるいは分離モデルのいずれが該当
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表7　モデル認識別の職務満足，生活満足，全体的生活満足の関係
自己認識モデル 職務満足と生活満足 職務満足と全体的生活満足 生活満足と全体的生活満足
流出モデル（N＝171） 0．371＊＊＊ 0．578＊＊＊ 0．748＊＊＊
補償モデル（N＝86） 0．548＊＊＊ 0．465＊＊＊ 0．690＊＊＊
分離モデル（N＝155） 0，097 0．487率＊＊ 0．470＊＊＊
注：統計的有意水準は，＊P＜．05，＊＊P〈．Ol，＊＊＊P＜．001　である。
するかを明らかにするために，相関分析を行った。その結果は，相関係数が0．318（p＜．001）であ
り，流出モデルが支持された。なお，職務満足と全体的生活満足の相関係数は，0．513（p＜．001）
であり，生活満足と全体的生活満足の相関係数も0．655（p〈．001）という結果となった。
　（2＞モデル認識別の職務満足，生活満足，全体的生活満足の関係
　職務満足と生活満足の関係が3つのモデルのいずれに該当するかを被験者自身に回答してもらい，
その認識別に相関分析を行った。その結果は表7モデル認識別の職務満足，生活満足，全体的生活満
足の関係のとおりである。表7に示されているように，自分は流出モデルに該当すると認識している
171人における相関係数は0．371（p＜．001）で，自己認識と一致する。他方，自分は補償モデルに該
当すると認識している86人における相関係数は0．548（p＜，001）で，自己認識と異なり，流出モデ
ルに該当する結果となっている。なお，自分は分離モデルに該当すると認識している155人における
相関係数は0．097で，自己認識どおり分離モデルとなっているが，統計的には有意となっていない。
　（3）属性別の職務満足，生活満足，全体的生活満足の関係
　被験者の属性別，すなわち年齢，勤続年数，住居形態，家族構成，技能検定，それに所属する企業
規模のそれぞれについて，対象を分けて，相関分析を行った。その結果は，表8属性別の職務満足，
生活満足，全体的生活満足の関係のとおりである。年齢，住居形態，家族構成，技能検定，の4つの
属性別の相関分析はすべて流出モデルが支持された。しかし，勤続年数および企業規模において，一
部分離モデルが該当する場合見受けられる。ただし，いずれも統計的には有意ではない。
VI．むすび
　（1）要約
　本稿の調査結果を要約するとつぎのようになる。
　①職務満足と生活満足の関係としては，流出モデルがあてはまること（r＝O．318，p＜。001）。
ただし，属性別では，分離モデルが支持された場合もあった。すなわち，勤続年数3年以上10年未満
（N＝110）でr＝0．156（統計的には有意でない），大規模企業（N＝339）でr＝0．069（統計的には
有意でない），および分離モデルと自己認識しているグループ（N＝155）でr＝0．097（統計的には
有意でない）となっている。
　②職務満足を従属変数，個別的職務満足を独立変数として重回帰分析の結果は，自由度調整済み
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表8　属性別の職務満足，生活満足，全体的生活満足の関係
職務満足と生活満足 職務満足と全体的生活満足 生活満足と全体的生活満足
全体（N＝466） 0．318＊＊＊ 0．513＊＊＊ 0．655＊料
年齢別
40才以上（N＝203） 0．360＊＊＊ 0，517＊＊＊ 0．663宰＊＊
30才代　（N＝126） 0．225准＊ 0，504＊＊＊ 0．590＊＊＊
29才以下（N＝137） 0．287掌雰＊ 0．447＊＊＊ 0．687＊＊＊
勤続年数別
20年以上　　　　（N＝154）0．379＊＊＊ 0．533零＊＊ 0．624＊牌
20年未満10年以上（N＝105）0．314＊＊＊ 0．542料＊ 0．621＊＊＊
3年以上10年未満（N＝110）0，156 0．374料＊ 0．628＊＊＊
3年未満　　　　（N＝97） 0。410＊＊＊ 0，127 0，042
住居形態別
寮・社宅　　　　　（N＝70） 0．353構 0．442＊＊串 0．706零＊＊
賃貸アパート・マンション
@　　　　　　　（N＝80）0．366＊＊＊ 0．540＊＊＊ 0．745＊＊＊
一戸建て・分譲マンション
@　　　　　　　（N＝304）0．276＊＊＊ 0．514＊＊＊ 0．594＊串＊
家族形態別
一人　　　　（N＝62） 0，297＊ 0．467＊＊＊ 0．724＊＊＊
二人　　　　（N＝38） 0．438＊＊ 0．488＊＊ 0．807＊＊＊
一人又は二人（N＝100） 0．379＊＊＊ 0．497＊＊＊ 0．785＊＊＊
三人以上　　（N＝366） 0．284＊＊＊ 0．510＊＊＊ 0．599＊＊＊
技能検定別
1級　　（N＝36） 0．336＊ 0．473＊＊ 0．432＊庫
2級　　（N＝57） 0．546＊＊＊ 0．626＊＊＊ 0．714＊掌＊
取得者　（N＝94） 0．473＊料 0．573宰＊＊ 0．635＊＊＊
未取得者（N＝370） 0．276＊牌 0．497＊＊＊ 0．661＊＊＊
企業規模別
小規模（N＝90） 0．422＊＊＊ 0．633＊＊＊ 0．729宰＊＊
中規模（N＝185） 0。339＊＊＊ 0．501＊＊＊ 0．716＊宰＊
大規模（N＝191） 0，069 0．333＊＊＊ 0．436＊宰＊
注：統計的有意水準は，＊P＜．05，＊＊P＜．01，＊＊＊P〈．001である。
決定係数が0．470（p〈．001）で，標準偏回帰係数の高い項目は，「仕事の質」0．3625（p＜．001），
「仕事量」0．1727（p＜．OO1），「職務体制」0．1209（p＜．01），「賃金の額」0．1098（p〈．01）であっ
た。
　③生活満足を従属変数，個別的生活満足を独立変数として重回帰分析の結果は，自由度調整済み
決定係数が0．479（p〈．001）で，標準偏回帰係数の高い項目は，「会社以外の友人・知人との付き合
い」0．3481（P＜．001），「経済的な安心感」0．1646（P＜．001），「十分な余暇時間と余暇の活用」0．
1553（P＜．001），「配偶者との関係」0．1377（P＜．01）であった。
　④全体的生活満足を従属変数，職務満足，生活満足，それに疎外感を独立変数として重回帰分析
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全体的生活満足感
（X＝4．08，SD＝1．14）
表9
職務満足
（X＝4．04，SD＝1．30）
羅一・｛
集計結果の要約
職務内容の評価（1位「必要な知識の多様性」，2位「仕事の社
会的重要性」，3位「仕事の社会的重要性」）
＿＿⊥1難盤難幽慰
　　　　　　　　の額」，3位「賃金体系」）
疎外感（X＝2．69，ただし5点尺度）
　士事上のストレス（1位「蓄積した疲労」，2位「多すぎる仕事
量」，3位「安い賃金」）
社会的支援者（1位「同僚」，2位「直属の上司」，3位「配偶
者」）
＿＿鷹ll勉驚懸膿
　　　　　　　　済的安心感」，3位「文化施設」）
生活上のストレス（1位「経済的不安」，2位「趣味余暇の時間
がない」，3位「自分の病気」）
の結果は，自由度調整済み決定係数が0．531（p〈．001）で，標準偏回帰係数は，「生活満足」0．
5373（p＜．001），「職務満足」0．3294（p＜．001），「疎外感」－0．0458（p〈．05）であった。
　⑤データの単純集計の要約は，表9集計結果の要約のとおりである。
　⑥時短については，全体的には，収入低下を招かない方向での時短推進を望んでいる。ただし，
多様な少数意見も存在する。
　（2）インターナル・マーケティングへの含意
　本研究は，調査対象がポリオレフィン・フィルム加工業の工場交替勤務者に限定されているので，
この結果をもって一般化はできない。しかし，限定的ではあるが，インターナル・マーケティングへ
の若干の含意はあると思われる。ここでは，インターナル・マーケティングへの含意として，つぎの
3点を指摘したい。
①生活満足も考慮しっっ職務満足をインターナル・マーケティングの目標として設定すべきこと
　職務満足と生活満足の間には流出関係があることが明らかになった。つまり，職務満足は生活満足
からの正の影響を受けるわけである。したがって，インターナル・マーケティングの管理者にとって
は生活満足を高めることで職務満足を高めることがある程度可能となる。また他方，両者に流出関係
が存在するわけであるから，生活満足は職務満足から正の影響を受けるわけである。したがって，勤
務者にとっては職務満足の向上により生活満足の向上を達成することができることになる。もちろ
ん，全体的生活満足を規定する決定因としては，生活満足のほうが職務満足よりも比重は大きいが，
職務満足の向上を目的とするインターナル・マーケティングは，すくなからず勤務者の全体的生活満
足に影響をあたえることは明らかである。
　②直接的に統制可能な要因と間接的に統制可能要因を区別すべきこと
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　職務満足および生活満足を決定する要因は，直接的に統制可能な要因と間接的に統制可能要因およ
び統制不能要因に大別されるであろう。職務満足を決定する主要な要因である「仕事の質」，「仕事
量」，「職務体制」および「賃金の額」は管理者にとって直接的に統制可能である。他方，生活満足を
決定する主要な要因である「会社以外の友人・知人との付き合い」や「配偶者との関係」は統制不可
能である。そして，生活満足を規定する「経済的な安心感」や「十分な余暇時間と余暇の活用」は間
接的に統制可能といえよう。管理者は勤務者の人間関係の側面は生活満足に大きな影響を与えるが，
当然のことながらそれらをコントロールできない点に留意すべきであろう。つまり，インターナル・
マーケティングにおける主要なミックスとして，仕事の質，仕事量，職務体制，賃金，職場環境をあ
げることができるであろう。
　③勤務者のセグメンテーションの必要性があること
　収入低下を招かない方向での時短の推進を希望する勤務者は多い。しかし，全員ではない。収入が
多少低下しても時間が欲しい勤務者もいれば，残業して収入を増やしたい勤務者もいる。この交替勤
務の場合はこれらニーズもライフスタイルも異なる勤務者がひとつの班として仕事をしなければなら
ない点に留意すべきであろう。というのは，これらの食い違いは大きな不満をもたらす可能性がある
からである。もちろん，管理者は勤務者のすべての希望を受け入れることはできないが，勤務者の希
望にそった細分化をする必要があるのではないだろうか。勤務者の細分化，すなわち，ニーズやライ
フスタイルが類似したものをグルーピングすることにより，勤務者の職務満足を向上させることはあ
る程度可能かもしれない。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以上
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（たかはし　あきお）
　注
　（1）Dubin（1956）は生活の中心的関心を「ある活動を遂行する際の特定の場所あるいは状況に対する明
　　示的な選好（p．134）」と定義している。
　（2）補償レジャー仮説はつぎのように説明されている。「デトロイトの最近の自動車産業の労働者は生産
　　　ラインに8時間拘束さて，繰り返しの低熟練で機械の速度に合わせた全く面白味が無い仕事をしてい
　　　る。仕事が終われば，急いで工場後にする。中古のキャデラックで時速80マイルで高速をぶっとばし，
　　　ビールを飲むために飲み屋により，そこで喧嘩をして，家に帰り，妻を殴ったり，黒人の家に石を投げ
　　たりする。要するに，彼の日常的なレジャーは工場での抑圧に対する爆発的な代償である（Wilensky
　　1960p．544）」。
　（3）流出レジャー仮説も自動車工場労働者を例にとりつぎのように説明されている。「静かに家に帰る自
　　動車工場労働者もいる。長椅子に倒れ込むように座り，ひとりで食事をする。どこにも属さず，何も読
　　　もうとせず，知ろうともしない。投票もせず，家や通りでふらふらして過ごし，あちこちの深夜番組を
　　見て，っかれてチャンネルをかえる気力もなくなる。要するに，彼は流出レジャーの習慣を形成してい
　　　るのであり，仕事からの疎外が生活からの疎外になってしまっているのである。彼の労働から生じる精
　　神的な無意味感が彼のレジャーに浸透しているのである（Wilensky　1960　p．　544）」。
　（4）一般化仮説は，仕事での疎外が非仕事における疎外を生じさせるということであるから，流出仮説と
　　基本的には同一と考えることができる。
　（5）分離仮説とは，仕事とレジャーとはそれぞれ独立しており，2つの間に相関関係がないというもので
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　　ある。
（6）　4つのパターンとは，受動的一般化（passive　generation），補足的補償（supplemental　compensa－
　　tion），能動的一般化（active　generation），反動的補償（reactive　compensation）である。　Kabanoff
　　（1980）によれば，4つのパターンはつぎのように説明されている。「まず，受動的一般化とは，仕事お
　　よびレジャーの属性がいずれも低い値を示すもので，具体的には，・低い学歴，低所得，低い内在的な仕
　　事への動機付けでかつ高い外在的な仕事への動機付けを有した男性のグループである。つぎに，補足的
　　補償とは，仕事の属性は低いがレジャーの属性は高いもので，低所得，低い外在的な仕事への動機づけ
　　た年輩の女性のグループである。つぎに，能動的一般化は仕事およびレジャーの属性がいずれも高い値
　　を示すもので，具体的には，高所得，高学歴で，外在的な仕事への動機づけよりむしろ内在的な仕事へ
　　の動機づけを有したグループである。最後に，反動的補償とは仕事の属性が低くレジャーの属性が高い
　　というもので，仕事中心のグループである（pp．73－74）」
（7）
（8）
（9）
（10）
本稿は小野（1992）の追試と位置づけられる。
Romzek（1985）は仕事以外の生活を表すのに非仕事（nonwork）の生活という概念を用いている。
調査方法および質問票は，小野（1992）に依拠している。
この調査は，全国中小企業団体中央会の「平成5年度活路開拓ビジョン調査指導事業」の一環として
　　おこなわれた調査において，筆者が担当して収集したデータを利用させていただいた。
（11）　この具体的な内容については「アペンディクス⑤有給休暇について恵見」を参照されたい。
（12）分析には，SYSTAT　for　the　Macintosh，　Version　5．2を用いた。
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　　アペンディクス；労働環境改善に関する意見
（1）労働時間短縮に賛成する意見
30才代　小規模企業　勤続1～3年未満　技能検定未取得者：
「時短をもっと進めてほしい。」
50才代　大規模企業　勤続3～10年未満　技能検定未取得者：
「時短については余暇活動などに必要でありできる限りすすめるようにされたい。」
30才代　大規模企業　勤続10～20年未満　技能検定未取得者：
「所定外労働時間を短くしてほしい。」
50才代　小規模企業　勤続20年以上　技能検定未取得者：
「休日は年120日，1日の労働時間は7時間とする。」
20才代　小規模企業　勤続1～3年未満　技能検定未取得者：
「1週間稼働の週（月～土）の最後の土の勤務をなくしてほしい。なぜか，土の夜勤は，日曜の朝ま
で，仕事で，日曜日は遊べない。」
50才代　小規模企業　勤続10～20年未満　技能検定2級取得者：
「祭日はその週にもって行く事。」
30才代　中規模企業　勤続10～20年未満　技能検定未取得者：
「労働時間が12時間というのは長すぎる（特に夜勤）。仕事のある日は子供の相手もできない。なんと
かしてほしい。」
20才代　中規模企業　勤続3～10年未満　技能検定未取得者：
「むりに機械を動かさないでほしい。」
30才代　中規模企業　勤続3～10年未満　技能検定未取得者：
「休日の増加をしてほしい。」
40才代　中規模企業　勤続1～3年未満　技能検定未取得者：
「昼休みながくしてほしい。」
30才代　中規模企業　勤続1年未満　技能検定未取得者：
「完全週休二日制を実施して，祭日・祝日でも休める様にしてほしい。夏期・年末年始などの一週間
以上の休日の実現をめざしてほしい。」
30才代　中規模企業　勤続3～10年未満　技能検定未取得者：
「土日の休日を増やしてほしい。」
40才代　中規模企業　勤続20年以上　技能検定未取得者：
「残業時間の短縮。」
20才未　中規模企業　勤続1年未満　技能検定未取得者：
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「3交替制への移行。所定労働時間の短縮。」
40才代　中規模企業　勤続20年以上　技能検定未取得者：
「週休2日。連操の改善。有給休暇の時の12時間勤務」。
20才代　大規模企業　勤続1～3年未満　技能検定未取得者：
「休日をもう少し多くしてほしい。」
50才代　大規模企業　勤続1～3年未満　技能検定未取得者：
「時間内で作業を終るように。」
40才代　大規模企業　勤続20年以上　技能検定1級取得者：
「時短はもう少し進めてほしい。余暇時間がもっとほしい。」
（2）労働時間短縮に条件つきで賛成の意見
30才代　小規模企業　勤続1～3年未満　技能検定未取得者：
「賃上を上げ，労働時間の短縮。」
30才代　小規模企業　勤続10～20年未満　技能検定2級取得者：
「賃金を下げずに時短を進めてほしい。」
20才代　小規模企業　勤続3～10年未満　技能検定未取得者：
「時短を進めるのはとても良い事なのですが，その反面給与が下がった場合経済的に苦しくなります。
そうなると自分の時間というのは増えますが何もできません。そこでなんとか給与を下げずに時短で
きないものでしょうか（この場合の給与は残業の分も入ります）。」
50才代　小規模企業　勤続10～20年未満　技能検定未取得者：
「現在の賃金を下げずに労働時間の短縮をさらにすすめてほしい。」
30才代　中規模企業　勤続3～10年未満　技能検定未取得者：
「出勤日数を減らして勤務時間が今と同じならその方がよい。」
40才代　大規模企業　勤続20年以上　技能検定1級取得者：
「民間企業のあり方をもう少し考えて時短等を進めてほしい。」
40才代　大規模企業　勤続20年以上　技能検定未取得者：
「休日の増加が希望だが休日出勤をしなくてよい時短。」
20才代　大規模企業　勤続3～10年未満　技能検定未取得者：
「賃金を下げずに労働時間の短縮を少しでもしてほしい。」
40才代　中規模企業　勤続20年以上　技能検定2級取得者：
「時短は賛成だけど賃金が下がる事が心配。機械の間隔を充分取ってほしい。製品置き場の確保。欲
を言えば，もう少し賃金をあげてほしい。労働時間はかえないでほしい。」
40才代　中規模企業　勤続20年以上　技能検定2級取得者：
「この業界は交替勤務が多いため，時短は即，生産量減につながるのは確実であるために難しいとこ
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うもあるかもしれない。しかし，単なる時間計算での時短は，これからの世代には合わずやるべきで
はない。あくまでも，世間でいわれている土・日を休む週休2日制に移行すべきである。」
30才代　中規模企業　勤続20年以上　技能検定2級取得者：
「賃金を下げずに労働時間短縮を進めてほしい。」
20才未満　中規模企業　勤続1年未満　技能検定未取得者：
「労働時間を短くして賃金をもっとふやしてほしい。」
20才代　中規模企業　勤続3～10年未満　技能検定2級取得者：
「時短を進めても休日も増やしてほしい。夜勤はいやだ，でも賃金もほしい。」
40才代　中規模企業　勤続20年以上　技能検定2級取得者：
「夏期，7月8月9月に3交替勤務にしてほしい。」
30才代　中規模企業　勤続3～10年未満　技能検定未取得者：
「時短は賛成ですがそれにともない賃金が下がるには反対である。基本給のアップ。」
50才代　大規模企業　勤続20年以上　技能検定未取得者：
「現場は機械の運転が2週間連操している状態であるため休日が半月に一度の連休ができていますが，
休養をとるためには，途中で機械の操業を減らして交代で週休に休めるようにすれば高齢者対策にも
なると思われる。」
40才代　大規模企業　勤続20年以上　技能検定未取得者：
「交代勤務務に従事している。日曜祭日の休みが合わないのでなるべく解消の方向にもっていってほ
しい。時短に進んでいるので問題ないと思う。」
40才代　大規模企業　勤続20年以上　技能検定未取得者：
「年間労働時間1900h前半を希望し，変則勤務と労働者がある程度自由に選択できる勤務体制を望み
ますそれと有給の消化の向上を望む。欧米並の1500h～1800h台は必要ないと思います。」
50才代　大規模企業　勤続20年以上　技能検定未取得者：
「世間に遅れないよう時短や労働環境改善について勉強したいと思っております。」
40才代　大規模企業　勤続20年以上　技能検定未取得者：
「もっと休日増を願いたい。若者を優遇しすぎている（賃金面，特にボーナス）。」
30才代　大規模企業　勤続10～20年未満　技能検定未取得者：
「労働時間の短縮の為賃金が下がらないように時短を進めてほしい。有給の消化が自由にできるよう
にしたい。」
40才代　大規模企業　勤続1～3年未満　技能検定未取得者：
「時短はぜひともお願いしたい（賃金を下げずに）。」
20才代　大規模企業　勤続3～10年未満　技能検定未取得者：
「賃金を上げて（例，夜勤　当，交替手当等），夜勤の時短をのぞむ。」
20才代　中規模企業　勤続3～10年未満　技能検定未取得者：
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「時短については賛成するが，元々基本給や諸手当が少ないので，そのバランスをとってもらいた
い。」
30才代　大規模企業　勤続10～20年未満　技能検定未取得者：
「労働時間の短縮は賛成ですが，それによって賃金がさがらなければ問題はありません。私たちは少
しでも賃金を多くもらってよりよい生活をしたいです。」
50才代　大規模企業　勤続20年以上　技能検定1級取得者：
「賃金を下げずに時短をすることは賛成であるが会社の利益関係もある問題点と思われる。できる限
り利益のより製品開発が望まれる。現在の勤務に関してはやや満足しているが自分にとっては非常に
難しい様に思う　（現在の仕事年数は約1年半位）のが現状です。」
30才代　大規模企業　勤続10～20年未満　技能検定未取得者：
「今，わが社の労働時間に対して多すぎるとは思わないが，一年を通して平均的に適度の残業，休日
が得られない。暇な時期，忙しい時期が完全に区別され，暇な時期は経済的不安，忙しい時期には家
族との余暇が楽しめず苦慮している。一年を通して安定した出勤日数，時間外労働を望みたい。現職
場は設備工場が新しく環境的には快適に作業できている。」
40才代　小規模企業　勤続1～3年未満　技能検定未取得者：
「事業量に対しての人員が少ないように思われ，1人あたりの能力の限界を感じる。ゆとりをもって
仕事ができるような環境を整備してほしい。」
40才代　小規模企業　勤続1～3年未満　技能検定未取得者：
「時短は必要だが即賃金が下がるのは妻子持ちとして困る。」
40才代　大規模企業　勤続20年以上　技能検定1級取得者：
「賃金を下げずに労働時間の短縮をさらにすすめてほしいですが，生産量のことも有りますので十分
に考えてほしい。」
（3）労働時間短縮には反対する意見
30才代　大規模企業　勤続10～20年未満　技能検定2級取得者：
「製造部門での急激な時短は問題等が多すぎると思います。会社側の協力等があり，以前に比べ，労
働環境が良くなり，作業しやくなくなりました。」
30才代　大規模企業　勤続1年未満　技能検定未取得者：
「各人が仕事以外の趣味・目的等をもつようにしない限り時短をしても時間を持て余す人が多くいる
のではないか。企業は今後フィランソロフィーなどを通じて各人に趣味・目的などの提案をすること
も大切なのではないかと思う。」
30才代　中規模企業　勤続10～20年未満　技能検定2級取得者：
「時短は今や世界的情勢で避けて通れ無い事ですが，私ら日給作業工の身分では，日々の生活を送る
上で，少しでも良い暮らしを求めているものにとって必ずしも良い傾向とは思えません。まず，時短
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一56一
　　　　　　　　　　　　　　　　第35巻第1号　1996年10月
によって賃金が下がるような事の無い社会的環境を作るのが必要ではないですか。」
20才代　中規模企業　勤続3～10年未満　技能検定未取得者：
「現在の賃金を下げずに労働時間の短縮というのは難しいと思うので，今までの労働時間で従来通り
の賃金があれば問題ない。」
20才代　大規模企業　勤続10～20年未満　技能検定1級取得者：
「労働時間の短縮は，必要と思うが，戦後の日本経済の発展を考えるといまのところは，これ以上の
短縮にはあまり賛成ききない。」
30才代　中規模企業　勤続10～20年未満　技能検定未取得者：
「ずっと連操の賃金で生活をしていたので急に3交替にされても生活できない。3交替はこまる。」
20才代　中規模企業　勤続3～10年未満　技能検定未取得者：
「会社の都合でそく給料にひびくようなシフトは変更はこまる。ひまがあっても金がなし。」
20才代　大規模企業　勤続10～20年未満　技能検定2級取得者：
「年ごとに時短しているので問題はない。環境は日々向上していると思う。」
30才代　大規模企業　勤続10～20年未満　技能検定未取得者：
「時間短縮や労働環境についてはここ10年間位でかなり前向きに検討してくれるようですので特に要
望はありません。」
40才代　小規模企業　勤続3～10年未満　技能検定2級取得者：
「時短の結果，収入が低下したのでは生活がなりたたない。」
30才代　小規模企業　勤続1～3年未満　技能検定未取得者：
「給与体系を変える時短は，時短とは言えないのではないか。単なる賃金カットに等しいとさえ思う。
昼夜の二交替で健康維持が難しいので，工場内を常に快適に保つ会社側の努力は必然である（四季，
昼夜を通じて）。」
20才代　大規模企業　勤続10～20年未満　技能検定未取得者：
「時短を進めて会社の利益が落ちたら何でもない。」
20才代　大規模企業　勤続3～10年未満　技能検定未取得者：
「時短をしても休出をしたら意味がない。」
30才代　中規模企業　勤続1年未満　技能検定未取得者：
「手当や基本給を見直した上での時短には賛成できるが，時短することによって収入が減ったのでは
生活に支障をきたしかねません。」
40才代　大規模企業　勤続10～20年未満　技能検定未取得者：
「世間では時短に重きを置いた考え方が主流と思うが労働環境とのバランス取れた考えがよいと考え
る。」
40才代　大規模企業　勤続20年以上　技能検定1級取得者：
「時短と相対関係にある生産性を考える時，時短に伴い予算達成のためのオーバーワーク（休出によ
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る対策，所定時間内における集中的な過労働，精神的ストレス）を考えると，むやみに時短を言えな
い所に苦しさを感じる。労働生産性向上というものも人間個々の差の問題，また，能力差を考えない
にしても，おのずと人間の能力には限界があるという事を前提としたものでなければならない。肉体
的なストレスもそうだが精神的なストレス，過度のプレッシャーを与えない範囲での時短対策であっ
てほしい。」
20才代　大規模企業　勤続10～20年未満　技能検定未取得者：
「現在の交替勤務では労働時間の短縮は考えられない。短縮をするのであれば，交替制の勤務実態を
変えなくてはならない。」
30才代　中規模企業　勤続1年未満　技能検定未取得者：
「時短というのは労働時間の短縮という物理的な面を見た場合，あくまでも，景気後退により，時短
を行っている場合が多い。残業カット，不況時短がその例です。これは景気が回復すれば，また，元
通りになってしますのは。社員にとっても会社にとってもメリットがあるのが，時短であり，残業カ
ットの為に，収入が減り，家計が苦しくなるのは時短ではない。労働環境改善も含めてひとりひとり
が責任をもって仕事をやり遂げる意識，仕事への熱意がなければ，いくら制度を整備しても時短には
ならない。責任，協調性，主張（仕事に対しての意見）の三無主義ではなく，仕事に対する意識を改
善しなければ時短や労働環境改善にはならない。」
30才代　大規模企業　勤続10～20年未満　技能検定未取得者：
「休日の増加については社員にとって非常に満足する要因と思いますが，自分達の仕事は月当たりの
生産目標があり，それを達成する上で障害になる事もあります。休日出勤のお願いをしても素直に聞
く人もいれば不満をいう人もいるのが現状です。」
（4）夜勤についての意見
20才代　小規模企業　勤続1～3年未満　技能検定未取得者：
「夜勤の時間を減らしてもらいたい。」
40才代　中規模企業　勤続20年以上　技能検定2級取得者：
「夜勤をしても仮眠時間も休憩時間も無いという状態で作業をする様な事はやめてもらいたい。」
20才代　大規模企業　勤続3～10年未満　技能検定未取得者：
「夜勤時少量の仮眠を取れたらと思う。」
20才代　大規模企業　勤続3～10年未満　技能検定2級取得者：
「夜勤をしていると疲労とかがたまりやすく体にあまりよくないので夜勤をなくなくしてほしい。」
30才代　大規模企業　勤続1～3年未満　技能検定未取得者：
「夜勤の労働時間（休憩時間を多くする）をもう少し減らしてほしい（せめて仮眠ができるくらい）。」
20才代　大規模企業　勤続3～10年未満　技能検定未取得者：
「夜勤手当が少ないと思う。」
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30才代　大規模企業　勤続10～20年未満　技能検定2級取得者：
「夜勤の時，少し仮眠ができればよい。」
20才代　中規模企業　勤続3～10年未満　技能検定未取得者：
「休憩時間がほしい。夜勤で寝る時間がほしい，できないと思うけど。」
40才代　中規模企業　勤続1～3年未満　技能検定未取得者：
「私的時間を多く夜勤を無くしてほしい。」
20才代　中規模企業　勤続1～3年未満　技能検定未取得者：
「大変な夜勤だから仮眠時間は1時間30分ほしい。」
40才代　中規模企業　勤続20年以上　技能検定未取得者：
「現在夜勤の時間が長すぎるので（月に夜勤の日の日数）夜勤を少なくしてほしい。」
50才代　大規模企業　勤続20年以上　技能検定1級取得者：
「夜勤労働時間の法定時間の延長改善。」
30才代　大規模企業　勤続1～3年未満　技能検定未取得者：
「夜勤をなくし残業でカバーする様な方向が良いと思う。」
30才代　大規模企業　勤続10～20年未満　技能検定未取得者：
「我々の業種は生産性の面から見ても夜勤なしでは不可能な状況ではあるが，生活リズムや体調がく
ずれやすいのも事実です。夜勤者については今以上の相当な配慮をして頂きたいと思います。」
20才代　大規模企業　勤続1～3年未満　技能検定未取得者：
「夜勤は日勤に比べてつかれるので少なくしてほしい。休日出勤はぜひ無くしてほしい。仕事量が多
すぎるのでへらしてほしい。」
30才代　大規模企業　勤続10～20年未満　技能検定未取得者：
「労働環境の中で一番きついのが夜勤だと思います。しかし，現在夜勤をしている人の多くは夜勤を
してそれに見合った手当をもらっているのでしょうか。若い人は特に，日曜・祭日をやすみたいのに
勤務の都合上やすめない。それがいやでやめていく人が多いように思います。しかし，夜勤をすれば
それに見合った手当を出すなどして夜勤を魅力ある仕事とすれば人は集まり，企業も活性化するので
はないでしょうか（企業主からするといやでしょうが）。人の集まらない企業に未来はないと思いま
す。」
（5）有給休暇についての意見
20才代　小規模企業　勤続10～20年未満　技能検定未取得者：
「従業員数がすくないため有給休暇はあっても使いにくい場合が多いので時短を進めてほしい。」
40才代　大規模企業　勤続20年以上　技能検定1級取得者：
「有給休暇の消化をもうすこし多くできるようにすすめてほしい（最低でも50％以上は）。」
40才代　大規模企業　勤続20年以上　技能検定未取得者：
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「年次有給休暇を休みにくい為時短により趣味や余暇活動がとれない。」
40才代　大規模企業　勤続20年以上　技能検定未取得者：
「年次有給休暇の消化ができるようにしてほしい。」
30才代　大規模企業　勤続10～20年未満　技能検定未取得者：
「わが社の場合，有給が取りにくい為，その点での改善ができれば良いと思う。」
40才代　大規模企業　勤続20年以上　技能検定1級取得者：
「交替勤務である為，一人休めばその人の仕事が他の人の仕事量の増加となる為，年次有給休暇がほ
とんどとれないと思う。」
40才代　中規模企業　勤続20年以上　技能検定2級取得者：
「有給を自由にとれるような環境。有給，休日の買い上げ。」
30才代　中規模企業　勤続20年以上　技能検定2級取得者：
「有給休暇がもうすこし自由に取れるようにしてほしい。」
30才代　中規模企業　勤続20年以上　技能検定2級取得者：
「有給休暇を確実に消化できるようにしてほしい。」
20才代　大規模企業　勤続3～10年未満　技能検定未取得者：
「完全週休2日制にしてほしい。有給休暇をとりやすくしてほしい。」
20才代　大規模企業　勤続10～20年未満　技能検定未取得者：
「有給休暇をもっと消化できるようにしてほしい。残業をしてもつかないことが多い。」
40才代　大規模企業　勤続20年以上　技能検定未取得者：
「時短も希望するがそれ以外に時間外労働が多い。有給休暇がほとんどとれない。」
30才代　大規模企業　勤続10～20年未満　技能検定2級取得者：
「有給休暇をもっと取りやすい環境にしてもらいたい。」
20才代　中規模企業　勤続3～10年未満　技能検定未取得者：
「有給休暇がとりずらい（上司が口うるさい，人数が少ない為周りが大変）。」
（6）賃金についての意見
20才代　小規模企業　勤続3～10年未満　技能検定2級取得者：
「2交替勤務なので作業時間が長く，非常に不満足ではあるが，それに見合う賃金アップをしてもら
えれば，文句は言わないと思う。現在は賃金が安すぎて，交替勤務なのに普通に働いている同級生な
どと賃金がたいして変わらない。」
20才未満　中規模企業　勤続1年未満　技能検定未取得者：
「いままでどおり（時間）で賃金を上げてもらいたい。」
20才代　大規模企業　勤続3～10年　技能検定未取得者：
「労働時間の短縮より少しでも収入を増加させたい。」
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30才代　中規模企業　勤続10～20年未満　技能検定未取得者：
「労働時間は問題なし。残業夜勤を増加したほうがいい。」
40才代　中規模企業　勤続1年未満　技能検定1級取得者：
「待遇と労働条件等をもっとよくしてほしい。」
20才代　中規模企業　勤続3～10年未満　技能検定未取得者：
「深夜勤務手当を上げてほしい。」
20才代　中規模企業　勤続3～10年未満　技能検定未取得者：
「残業をやってもいいので賃金をあげてほしい。」
20才代　大規模企業　勤続3～10年未満　技能検定未取得者：
「物価が下がらない限り賃金が下がるのは反対。」
30才代　大規模企業　勤続10～20年未満　技能検定未取得者：
「年間労働時間は2000時間ぐらいでも良いと思います。交代勤務の仕事なので夜勤等諸手当の賃金ア
ップを願います。」
20才代　大規模企業　勤続1～3年未満　技能検定未取得者：
「労働時間の事で始業前や終業後の時間（仕事の用意や後片付け）にも手当を付けてほしい。サービ
ス残業が多すぎる。不景気だからといって，終業後の作業の手当をカットするのをやめてほしい。」
（7）物理的労働環境の改善についての意見
20才代　中規模企業　勤続1年未満　技能検定未取得者：
「新しい機械の導入，旧式は見る時間のムダである。」
30才代　中規模企業　勤続10～20年未満　技能検定2級取得者：
「現場が暗いので明るくしてほしい。受け持ちの機械がはなれているので仕事がしずらいのと安全面
を考えてほしい。」
20才代　中規模企業　勤続3～10年未満　技能検定未取得者：
「場所を広くきれいにして，仕事をしやすくしてほしい。休憩場所を現場が見える場所に作ってほし
い。」
30才代　中規模企業　勤続1年未満　技能検定未取得者：
「機械の統一による作業の簡易化。自動化の強化改善による肉体的労働時間および人員の削減。」
20才代　中規模企業　勤続3～10年　技能検定未取得者：
「安全，美化な職場。」
20才代　中規模企業　勤続1～3年未満　技能検定未取得者：
「個人個人が自分の職場や機械に責任をもって5S活動を進めてほしい。」
20才未満　中規模企業　勤続1年未満　技能検定未取得者：
「ACやオゾンのにおいをもっと少なくしてほしい。」
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20才代　大規模企業　勤続3～10年　技能検定未取得者：
「3K職場をなくすよう努力してほしい。」
40才代　大規模企業　勤続20年以上　技能検定未取得者：
「重量物取り扱い等の改善。」
20才代　大規模企業　勤続3～10年　技能検定未取得者：
「工場内が夏場温度が上がりすぎるので適温にしてほしい。処理機を多く使用しているので，オゾン
処理を完全にしてほしい。労働時間が短縮できないのなら休日を増やしてほしい（休日出勤がある
為）。」
40才代　大規模企業　勤続1～3年未満　技能検定未取得者：
「工場内の空気の汚れを改善してほしい。工場内に緑を増やしてほしい。」
30才代　大規模企業　勤続1～3年未満　技能検定未取得者：
「職場を広くしてほしい。」
30才代　大規模企業　勤続3～10年　技能検定未取得者：
「職場を広くしてほしい。」
30才代　中規模企業　勤続10～20年未満　技能検定2級取得者：
「企業は積極的に省力化機械を投入してこれから始まる高齢化社会に対応し作業員が楽に長く仕事が
できるシステムに変えるのが自分は最高だと思います。要は時短をしなくても労働者がゆとりを求め
られるアクセス作りが会社，社会には必要不可欠ではないですか。」
30才代　大規模企業　勤続10～20年未満　技能検定未取得者：
「職場では照明がわるかったり，温度，湿度条件や換気がてきとうでなかったり，また作業すること
によって発生する騒音が大きかったりすると，作業者の疲労が増加し，生産能率が低下するばかりで
なく作業者に災害や職業病をもたらす原因になるので安全性を高めるためにも機械設備の完全化とと
もにそれと並行して環境改善をしてほしい。」
20才代　小規模企業　勤続1～3年未満　技能検定未取得者：
「会社に寮があれば最高だ。」
（8）休日についての意見
30才代　中規模企業　勤続1～3年未満　技能検定未取得者：
「仕事上日曜日以外の休日が休めないのでその分の休みをなるべく日曜日のまえにとれるようにして
ほしい。」
40才代　中規模企業　勤続20年以上　技能検定未取得者：
「12時間労働はしかたがないにしろ連休（3～4連休とか）を増やしてほしい。」
50才代　大規模企業　勤続20年以上　技能検定1級取得者：
「労働時間短縮よりも年間休日増加を希望する」。
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20才代　大規模企業　勤続3～10年　技能検定未取得者：
「今の勤務形態では必ずしも祭日や土・日曜日が休みではないので時間の短縮よりも土曜日が夜勤明
けでそのまま休日になるような場合等の配慮をして欲しい。年次有給休暇はその年々で消化させるよ
うにしてほしい。」
40才代　大規模企業　勤続20年以上　技能検定1級取得者：
「年間の休日計画は決まっていますが，納期対応等で休日出勤があり旅行等の計画がたてられない。」
⑨　労働条件などについての意見
20才代　中規模企業　勤続3～10年未満　技能検定未取得者：
「仕事量が多すぎる。人員不足。」
50才代　中規模企業　勤続3～10年未満　技能検定未取得者：
「今後高齢化社会が進む中で賃金問題は年齢で決めないで仕事の能力で決める方が会社のためには良
いと思います。」
40才代　中規模企業　勤続20年以上　技能検定未取得者：
「人員に余裕が無く，また長時間労働の中でひとりひとりの会話（コミュニケーション）があまりな
く，　とりにくいo」
20才代　中規模企業　勤続1～3年未満　技能検定未取得者：
「月3万でどうやって生活してゆけばよいのですか。もうすこし下の人間のことをかんがえてすすめ
てください。そうしないと会社やめます。」
50才代　中規模企業　勤続10～20年未満　技能検定未取得者：
「わが社のような製造業は連操（24時間稼働）が基本だと思う。」
30才代　大規模企業　勤続10～20年未満　技能検定1級取得者：
「ヨーロッパ型の時短を進めてワークシェアリング方法の取り入れて行き，部下の育成を上げていく
教育と新人の育成に重点を置くことで環境改善をすすめる方法と会社が進める考えを持ち合わせて行
くことである。」
40才代　大規模企業　勤続20年以上　技能検定未取得者：
「勤務時間内では一生懸命仕事をして，時間がくれば早く家に帰りリフレッシュして明日にそなえる。
サービス残業，拘束時間外でいつまでも会社にいない。1
40才代　大規模企業　勤続20年以上　技能検定未取得者：
「高齢化社会がさらに進むと思われる。特に製造業は体力を要しますから疲労そして過労となりま
す。」
30才代　大規模企業　勤続10～20年未満　技能検定未取得者：
「注文生産なので忙しい時と暇な時の差が大きい。」
30才代　大規模企業　勤続3～10年未満　技能検定未取得者：
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「大企業と中小企業との労働時間の格差が大きすぎる。上司が（部下の意見を聞いて）積極的に労働
環境改善に取り組んでもらいたい。」
30才代　大規模企業　勤続10～20年未満　技能検定未取得者：
「昇進について人の能力について重くしてほしい。」
40才代　小規模企業　勤続3～10年未満　技能検定未取得者：
「昼休みせめて40分ぐらいほしい。」
（10）その他の意見
50才代　小規模企業　勤続20年以上　技能検定2級取得者：
「製造業に努めておりますが，仕事の量が少しきついので，その点が時間を含めてもっと機械の改善
又は製品にロスが出ない機械などにしてほしい。」
40才代　中規模企業　勤続10～20年未満　技能検定未取得者：
「時短・環境・有給・残業・休出・賃金，何を言っても無駄。上部の人間が考えている事が分からな
い不透明極まりない。でも省力化だけは何とかしてほしい。年をおうたび力量に不安を感じる。」
50才代　中規模企業　勤続3～10年未満　技能検定未取得者：
「人力労働が多い。」
30才代　大規模企業　勤続1年未満　技能検定未取得者：
「環境問題（エコロジー）に　積極的に取り組む必要もあると思う。個人的には100年後の子孫に『生
まれて良かった』と思われるような環境を築くために少しでも役に立ちたいと思っている。」
40才代　小規模企業　勤続20年以上　技能検定未取得者：
「楽をしていい生活…　　考えていない。資本主義国家です…　　資本をためて自分も企業を起こし
てみたいので時短も何も必要を感じてしません。自分のために，みんなのために労働します。現在寝
る時間以外は約15－16時間働いています。『チリを集めて山とする』のが希望です。」
50才代　大規模企業　勤続20年以上　技能検定1級取得者：
「生産面，品質面ともトラブルが多く又技術的にも分からない事があり困難しています。作業が安定
すれば間全面でも安心します。生産納期によって休日の変更もしばしば有ります。生産性が安定すれ
ば何もかも良くなるため一日も早く良くなることを願ってします。」
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